
公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管

の区分
応札・応募者数

東京都個人タクシー協同組合
法人番号6011205000092
東京都中野区弥生町5-6-6

-

日個連東京都営業協同組合
法人番号2013305000538
東京都豊島区南大塚1-2-12

-

東京四社営業委員会
法人番号1010001129530
東京都中央区日本橋本町4-15-
11

-

東京無線協同組合
法人番号3011105004428
東京都新宿区百人町2-18-12

-

東都タクシー無線協同組合
法人番号7013305000491
東京都豊島区西池袋5-13-13

-

日の丸自動車株式会社
法人番号4010001006660
東京都文京区後楽1-1-8

-

中央合同庁舎第6号館B棟公正
取引委員会専有部分の清掃業
務

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日

株式会社サンメンテナンス
法人番号7120001080238
大阪府大阪市中央区常盤町2-2-
5

会計法第29条の3第4項に該当

理由：6号館全体の清掃業務は管
理官庁である法務省が入札によ
り同社と契約しているところ，公
正取引委員会専有部分について
同社以外の業者と契約した場
合，清掃員の待機場所や清掃用
具の保管場所が確保できないた
め。

- 1,342,997円 - -

情報サービス「時事ゼネラル
ニュースウェブ」及び複写利用
許諾料

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日
株式会社時事通信社
法人番号7010001018703
東京都中央区銀座5-15-8

会計法第29条の3第4項に該当

理由：当該情報サービスの提供
者であり，他に同サービスの提供
者が存しないため。

- 1,425,600円 - -

朝日新聞等の購読

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日
丸の内新聞事業協同組合
法人番号1010005001594
東京都千代田区内幸町1-7-10

会計法第29条の3第4項に該当

理由：本件は各種新聞の購読に
関する契約であるところ，価格面
での競争が期待できないため。

- 単価契約 - -
予定調達総額
3,865,320円

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

-タクシーの借上げ

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日

会計法第29条の3第4項に該当
（公募案件）

理由：公募を行い，申込みのあっ
た要件を満たす全ての者と契約
を締結するものであり，契約相手
の選定を許さないため。

-
関東運輸局長

認可運賃



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管

の区分
応札・応募者数

公益法人の場合

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

マルチメディア型オンライン情
報サービス「日経テレコン21」の
提供

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日

日経メディアマーケティング株式会
社
法人番号7010001025724
東京都千代田区大手町1-3-7

会計法第29条の3第4項に該当

理由：当該情報サービスの提供
者であり，他の事業者による価格
面での競争が期待できないた
め。

- 単価契約 - -
予定調達総額
5,481,662円

MLEXの利用

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日
MLEX LIMITED
30 Farringdon Street, London

会計法第29条の3第4項に該当

理由：当該情報サービスの提供
者であり，他に同サービスの提供
者が存しないため。

-
17,000USドル

（邦貨 2,040,000円）
- -

判例秘書インターネットサービ
スの利用

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日
株式会社エル・アイ・シー
法人番号6010401066253
東京都港区南青山2-6-18

会計法第29条の3第4項に該当

理由：当該情報サービスの提供
者であり，他に同サービスの提供
者が存しないため。

- 1,023,840円 - -

平成28年度政府共通ネット
ワーク側ファイアウォール装置
の借入

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日

株式会社インターネットイニシア
ティブ
法人番号6010001011147
東京都千代田区富士見2-10-2

会計法第29条の3第4項に該当

理由：契約延長のため。
- 1,555,200円 - -

自動車運行管理業務の委託
（平成28年4月分）

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月1日
株式会社ホクトエンジニアリング
法人番号6013201005380
東京都目黒区鷹番3-1-3

会計法第29条の3第4項に該当

理由：平成28年4月1日から業務
委託する必要があるところ，前月
に一般競争入札を2回実施したも
のの落札決定できなかったことか
ら，緊急に契約する必要が生じた
ため。

- 単価契約 - -
予定調達総額
2,173,664円

平成28年度自動車運行管理業
務の委託

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年4月28日
株式会社ホクトエンジニアリング
法人番号6013201005380
東京都目黒区鷹番3-1-3

会計法第29条の3第4項に該当

理由：平成28年5月１日から業務
委託する必要があるところ，再度
一般競争入札を実施したものの
落札決定できなかったことから，
契約期間において人員を確保す
ることが可能な者と緊急に契約す
る必要が生じたため。

- 単価契約 - -
予定調達総額
23,261,995円

国際シンポジウム開催に伴うセ
ミナー会場及び設備の借用

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年5月18日
飯野海運株式会社
法人番号6010001008655
東京都千代田区内幸町2-1-1

会計法第29条の3第4項に該当

理由：収容能力等を満たし，当日
に使用可能な会場を提供する者
が存しないため。

- 1,065,204円 - -



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管

の区分
応札・応募者数

公益法人の場合

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

職員派遣に伴う事務管理費用
の支出

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年7月1日
UNCTAD
Palais des Nations Avenue de la
Paix 8-14,1211 Geneva10

会計法第29条の3第4項に該当

理由：国際連合における規定に
基づき，UNCTAD事務局に対して
オフィスの賃借料等を支払う必要
があるため。

-
13,387.50USドル

（邦貨 1,606,500円）
- -

平成28年度における消費税転
嫁対策の広報事業

支出負担行為担当官
公正取引委員会事務総局
官房総務課会計室長　杉浦 賢
司
東京都千代田区霞が関1-1-1

平成28年10月24日
株式会社電通
法人番号4010401048922
東京都港区東新橋1-8-1

会計法第29条の3第4項に該当
（企画競争案件）

理由：企画競争において，契約の
相手方の提案内容が最も優秀な
ものとして選定されたため。

- 37,654,170円 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


